
第3次大阪府食育推進計画
令和２年度 進捗状況について

大阪府健康医療部健康推進室健康づくり課

資料１



１ 健康的な食生活の実践と食に関する理解の促進

（１）健康的な食生活の実践の促進 計画Ｐ31

【府民の行動目標】

▽生涯を通じて健やかな生活を送ることができるよう、栄養バランスのとれた食事、朝食や野菜摂取、食塩をとりすぎない

こと、よく噛んで食べること、適正体重等の重要性を理解し、習慣的に実践します。
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康
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動

乳幼児期～学齢期
食べることを楽しみ、栄養・食の大切さを学び、成長段階に応じて望ましい食習慣を
身につけます。

青年期～成人期
自分のライフスタイルに合った健康的な食生活を実践します。
生活習慣病の発症・重症化に留意し、健康的な食生活を実践・維持します。

高齢期
低栄養予防等、個々の健康状態に合った食生活を実践し、食を通じて豊かな生活を
実現します。

【取組みの目標】
個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の目標

1
栄養バランスのとれた食生活を実践する府民の割合の増
加（主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上
ほぼ毎日食べている府民の割合）

34.6％（H28） 63.4%（R2） 50%以上

2

朝食を欠食する
府民の割合の減少
策定時：H25-27平均
現 在：H28-30平均

7～14歳 3.9% 5.3% 0%

15～19歳 16.4% 15.9% 5%以下

20～30歳代 25.2% 24.0% 15%以下

3
野菜摂取量の増加
策定時：H25-27平均
現 在：H28-30平均

7～14歳 223g 229ｇ 300g以上

15～19歳 216g 233ｇ 350g以上

20歳以上 269g 251ｇ 350g以上

1：「お口の健康」と「食育」に関するアンケート（大阪府）/健康に関する意識調査（大阪府）（計画策定時/現在の状況）
2･3：国民健康・栄養調査（厚生労働省）



４国民健康・栄養調査（厚生労働省）
５大阪版健康・栄養調査（大阪府）/健康に関する意識調査（大阪府）（計画策定時/現在の状況）
６大阪府教育庁調べ
７大阪ヘルシー外食推進協議会調べ、大阪府健康医療部健康推進室調べ
８家族共食 大阪版健康・栄養調査（大阪府）/健康に関する意識調査（大阪府）（計画策定時/現在の状況）
地域共食 「お口の健康」と「食育」に関するアンケート（大阪府）/健康に関する意識調査（大阪府）（計画策定時/現在の状況）

個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の目標

４
食塩摂取量の減少
策定時：H25-27平均
現 在：H28-30平均

20歳以上 9.4g 9.5ｇ 8g未満

5
よく噛んで食べることに気をつけている
府民の割合の増加

55.4%（H27） 67.6%（R2） 60%以上

6 学校評価で食育を評価している小・中学校の割合の増加 60.3%（H28） 87.7%（R1 ） 100%

7
ヘルシーメニューを提供
する飲食店・特定給食施
設等の増加

「うちのお店も健康づくり
応援団の店」協力店舗数

12,650店舗（H28） 13,638店舗（R1） 13,500店舗

V.O.S.メニュー
ロゴマーク使用
承認件数

飲食店等 20件（H29） 230件（R3.2末）
350件

給食施設 ー 117件（R3.2末）

8
誰かと一緒に食べる
「共食」の増加

朝食又は夕食等を家族と一緒
に食べる「共食」の回数

週10.7回（H27） 週9.9回（R2） 週11回以上

地域や職場等の所属コミュニ
ティで共食したいと思う人が
共食する割合

77.6%（H28） 26.3%（R2） 80%以上

▽府民一人ひとりが、健康的な食生活を実践できるよう、ライフステージ別の課題に応じた取組みが必要です。
▽よく噛んで食べるためには、歯を残すことが重要であり、歯と口の健康づくりを進めることが必要です。
▽男性に対しては肥満予防の対策、若い世代の女性に対しては健康的な体格についての理解を深める取組みが必要です。
▽小・中学校等において、食育がより効果的な取組みとなるよう、取組み内容・方法の工夫・改善が必要です。
▽外食・中食を利用して栄養バランスのとれた食生活を実践できるよう、外食・流通産業等と連携した取組みの強化が必要です。
▽家庭だけでなく、地域での共食を推進していくことが必要です。

【現状と課題】



本年度の
取組

■市町村を通じ、学校に向けて、国委託事業を活用した中学校の取組みついての情報提供
■自宅でできる健康づくりの取組み情報をまとめた「おうちで健活」サイトを公開
・家庭でできる健康レシピを紹介 ・野菜バリバリ元気っ子ダンスを紹介

■「おうちごはん」におけるV.O.S.の推進
大阪いずみ市民生協：機関紙でV.O.S.メニュー紹介、宅配食材セットのV.O.S.承認（54商品）
国保連：広報誌でV.O.S.メニュー紹介（4回）
味の素：メニューブックでV.O.S.メニュー紹介、府内スーパー65店舗で配布（R3.2.27-3.30）

■企業と連携して作成した「朝食ポスター」を活用し、ドラッグストア等で啓発
■大阪府の健康アプリ「アスマイル」において、朝食摂取に対するポイントの付与
■大阪府消費者フェア2020で共食の啓発（11/7会場来場者971名・11/7-30Web閲覧971名）

今後の
取組予定

《課題》
■より効果のある実践内容の収集と発信

《次年度の主な取組み》
■大阪府の健康アプリ「アスマイル」を活用した情報発信及び朝食摂取に対するポイントの付与
■「おうちごはん」におけるV.O.S.の推進

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円

本年度評価

概ね予定
どおり

①家庭での健康的な食生活の実践を促す取組み P31
【具体的な取組み】

本年度の
取組

《地域等での共食の推進》
■新子育て支援交付金の優先配分枠に、居場所づくり事業を位置づけ、子ども食堂など居場所の
整備を行う市町村を支援

《身近な地域で相談できる体制の推進》
■大阪府栄養士会と連携し、栄養ケアサービスを提供する拠点を整備
大阪府栄養士会登録栄養ケアチーム16団体

今後の
取組予定

《課題》
■市町村及び関係団体の取組把握、連携強化

《次年度の主な取組み》
■市町村及び関係団体との連携を強化し、健診やイベント等の機会で共食を啓発
■府保健所における在宅栄養ケアに関する医師会・栄養士会等関係機関との連携推進・横展開

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円 （再掲）

②多様な暮らしに対応した豊かな食体験につながる取組み P32 本年度評価

概ね予定
どおり



概ね予定どおり

概ね予定どおり

本年度の
取組

《外食や中食、給食施設における取組み》
■企業と連携し、外食や中食における環境を整備
・「うちのお店も健康づくり応援団の店」の拡大
新規店舗数（セブンイレブン55店舗、ハークスレイ17店舗・すかいらーくグループ91店舗 等）

・V.O.S.メニューの提供及び普及啓発
グローカル・アイ：持ち帰り弁当をV.O.S.メニューとして府内全域のスーパー等にて販売
阪急百貨店：冷凍総菜のV.O.S.メニュー承認（27商品）

・V.O.S.基準の柔軟化を図り、3基準のうちいずれかを満たす「プレV.O.S.」を新設
カゴメと連携し、府庁食堂にて「プレV.O.S.」の提供（3/17-19 1メニュー・104食提供）

■給食施設でのV.O.S.メニューの提供
大学と連動したV.O.S.メニューの提供（近畿大学・関西福祉科学大学）

《SNS等を活用した情報発信》
■Facebook「おおさか食育通信」での情報発信（投稿数 32）
■クックパッドによる簡単レシピの紹介

《健康づくりに役立つ食品表示の活用を促す取組み》
■大阪府消費者フェア2020で食品表示の活用について啓発（11/7会場来場者971名 11/7-30Web閲覧971名）
■健康保険組合連合会大阪連合会広報誌で栄養成分表示の活用等に関する記事を提供（6回）

今後の
取組予定

《課題》
■「うちのお店も健康づくり応援団の店」やV.O.S.メニューの拡大及び普及啓発

《次年度の主な取組み》
■企業等と連携した、V.O.S.の普及啓発
■公民連携の枠組みやSNS等を活用した情報発信

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円（再掲）

③食品関連事業者等との連携による健康的な食生活の実践を促す取組み P32 本年度評価

概ね予定
どおり



本年度の
取組

《保育所・認定こども園・幼稚園における取組み》
■児童福祉施設研修会（食事提供関係）の開催

YouTubeチャンネルによる動画配信（R3.2.19-20 視聴回数延べ914回）

《小・中学校等における取組み》
■小中学校において、食に関する指導の全体計画策定及び校内指導体制を整備
全体計画策定率100％ 校内体制整備率100％

■食育の普及啓発に向けた教職員対象研修の開催（書面）
■食育の指導案を冊子にまとめ、小中学校に配布
■保護者に向けて全国学校給食週間の取組みを各校給食だよりで紹介

《高等学校等における取組み》
■高校生の食生活改善に向けた事業支援（2保健所）
関係団体と連携した食育授業の実施、指導資料・料理動画の提供

■各保健所が高校と連携して作成した食育プログラムを府ホームページに掲載

《大学や職場等における取組み》
■管理栄養士養成施設と連携した若い世代の食生活改善に向けた事業企画、啓発媒体作成（9保健所）
■大学と連携したV.O.S.メニューの開発・提供（近畿大学・関西福祉科学大学）
■職場での健康づくり活動を動画で応募してもらう「職場で健活10」大賞を実施
■府民を対象に開催した健活OSAKAセミナー（オンライン）で、「食事」をテーマに実施

《高齢者の低栄養予防のための取組み》
■医療介護に携わる専門職に向けた口腔・栄養・運動に関する研修会の開催
■高齢者への食支援を目的とした配食事業者の実態把握、市町村及び関係機関との共有

今後の
取組予定

《課題》
■小中学校における食に関する指導の手引（第二次改訂）に沿った推進
食に関する指導の全体計画の充実及び指導体制の底上げ

■児童福祉施設関係者や教職員への研修方法
新型コロナウイルスの感染拡大防止に配慮した書面・Web等での新たな手法を検討

《次年度の主な取組み》
■大学や職域、医療保険者との連携による取組みの推進
■特定給食施設等指導を利用者の健康づくりにつなげ、健康キャンパス・プロジェクトや
健康づくりアワード等に誘導

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円（再掲）
中小企業の健康づくり推進事業 11,230千円

本年度評価

概ね予定
どおり

④ライフステージに応じた取組み P33



概ね予定どおり

概ね予定どおり

⑤歯と口の健康づくりの取組み P34

本年度の
取組

《歯磨き習慣の促進》
■歯と口の健康標語コンクール、大阪府〈歯の保健〉図画・ポスターコンクールへの事業協力
及び知事賞・教育委員会賞を授与

■教職員を対象とする学校保健に関する研修会を通じて、学校保健活動の充実を図るよう働きかけを実施

《歯と口の健康に係る普及啓発》
■府ホームページ、啓発資材等を活用した普及啓発
・府ホームページを通じた歯と口の健康に関する情報発信
・歯と口の健康づくり小読本の配布
■府の健康アプリ「アスマイル」を活用した啓発（歯磨きや健診受診等に対するインセンティブ付与、健康コラム

に歯と口の話題掲載、アンケート調査の実施）
■市町村に対し、「口腔保健支援センター」による支援のほか、市町村職員の歯科コーチングスキル向上事業を実

施（健康教育を行う市町村職員のための研修会を実施 6医療圏×2回）
■モデル事業の横展開
「健康格差の解消プログラム促進事業（特定健診）」の概要や成果を説明、横展開
■公民連携の枠組みを活用した普及啓発（ポスター等の展開、企業広報ツールの活用、健康イベントでの連携）

今後の
取組予定

《課題等》
■歯磨き習慣の定着促進（事業に参加する学校・園の減少）
■ホームページを閲覧しない府民に対する働きかけ
■歯科専門職の職員がいない市町村への支援

《次年度の主な取組み》
■各種研修等を通じて、学校保健関係教職員への周知及び学校歯科保健の充実等を推進
■市町村に対し、口腔保健支援センターでの専門職による個別具体的な相談、情報提供
■「アスマイル」、府の広報媒体、公民連携の枠組みを活用し、幅広い世代の府民に啓発を実施
■市町村職員の歯科コーチングスキル向上事業での市町村職員への技術的支援

最終予算
（主要事業）

生涯歯科保健推進事業 1,869千円
大阪府歯科口腔保健計画推進事業 4,436千円
８０２０運動推進特別事業 2,040千円
障がい者歯科診療センター運営委託事業 23,968千円
健康格差の解決プログラム促進事業（フレイル予防） 13,438千円

本年度評価

概ね予定
どおり



（２）食の安全安心の取組み 計画Ｐ41

1  大阪府健康医療部食の安全推進課調べ

個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の目標

1
大阪府食の安全安心メールマガジンによる

情報提供（総配信数）の増加

130万件

（H28）

144万件

（R2.12末）
230万件

▽食品の選び方や適切な調理・保管の方法等、食の安全安心に関する基礎的な知識を学び、その知識を踏まえて行動します。

【府民の行動目標】

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に

応
じ
た
健
康
行
動

乳幼児期～学齢期 食の安全安心に関する正しい食習慣を身につけます。

青年期～成人期 食の安全安心に関する知識と理解を深め、日常生活の中で実践します。

高齢期
食の安全安心に関する知識と理解を深め、日常生活の中で実践するとともに、
次世代に伝えます。

【取組みの目標】

▽流通している食品について、偽装表示や輸入食品の安全性、食品添加物の不適正使用等の理由で不安を感じる府民を
減らしていくために、食の安全安心に対する取組みの推進が必要です。

▽インターネット等で食に関する情報が溢れている中、食の安全安心に関する情報を適切にわかりやすく提供することや、
府民一人ひとりが、正しい情報を選択する力を身につけ、安全安心な食生活を実践することが必要です。

【現状と課題】



本年度の
取組

《正確でわかりやすい食の安全安心に関する情報の提供》
■メールマガジンやTwitter等で食の安全安心に関する情報を配信
メールマガジン延べ144万件、大阪府公式Twitter36回配信

■大阪府食の安全安心推進協議会情報発信評価検証部会にて、情報が適切に提供されているかを検証

《食の安全安心について学べる機会の提供》
■高校生への講習会等による啓発（1回40名）
■生き物が食べ物になるまでの過程を通じ、食中毒予防・残食減少・命について考える出前授業の実施
小学校2回、教員1回、学校給食食育研究協議会（書面）、中学校2回 計157名、資料配布600名

《食肉の生食による食中毒の予防啓発》
■監視業務を通じ、事業者に食肉の十分な加熱について指導
■食中毒予防のポスターの掲示やリーフレット配布による啓発
■府内の大学に対し、啓発ポスターの掲示、学生への啓発メッセージの配信を依頼

《食品表示に関する基礎的知識の普及》
■大阪府消費者フェア2020で動画等を用いたアレルギー表示や期限表示について啓発

R2.11.7 府民1942名参加（会場来場者971名・web配信閲覧者971名）

今後の
取組予定

《課題》
■メールマガジンやTwitter等で発信した食の安全関心に関する情報に対する府民の反応確認等、より具体な
効果の検証

■食の安全性に対する知識について。対象者の年齢等に合わせたより理解しやすい学習内容の検討

《次年度の主な取組み》
■府民に対する効果的効率的な啓発方法の検討
■日常生活で実践できる学習内容の授業検討

最終予算
（主要事業）

食中毒予防対策事業費 1,528千円
食品表示適正化推進事業 8,494千円
リスクコミュニケーション推進事業費 841千円

本年度評価

概ね予定
どおり

【具体的な取組み】



概ね予定どおり

（３）生産から消費までを通した食育の推進 計画Ｐ45

▽生産から消費に至る食の循環を意識し、大阪でとれる農林水産物等を積極的に利用するとともに、食品ロスの削減に主体
的に取り組み、地域や家庭で受け継がれてきた郷土料理、伝統食材等の食文化を次世代に伝えます。

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に

応
じ
た
健
康
行
動

項目 地産地消 食品ロス 食文化

乳幼児期～学齢期
大阪産（もん）について
学びます。

食べ物を大切にする感謝の心
を学びます。

地域や家庭で受け継がれてきた
食文化を学びます。

青年期～成人期
大阪産（もん）に触れる機
会に参加し、積極的に利用
します。

食品ロスの現状や削減の必要

性について認識を深め、食品

ロスの削減に主体的に取り組

みます。

地域や家庭で受け継がれてきた
食文化に関心を持ち、日々の食
事に取り入れるよう心がけます。

高齢期
地域や家庭で受け継がれてきた
食文化や食に対する感謝の気持
ちの大切さを次世代に伝えます。

【府民の行動目標】

【取組みの目標】
個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の目標

１
大阪産（もん）を購入できる販売店や
料理店の増加（大阪産（もん）ロゴマーク
使用許可件数）

385件（H28） 458件（R2.12末） 530件

２
郷土料理等の地域や家庭で受け継がれてきた
料理や味、箸づかい等の食べ方・作法を継承
し、伝えている府民の割合の増加

21.9%（H28） 15.1%（R2) 30%以上

1 大阪府環境農林水産部流通対策室調べ
2 「お口の健康」と「食育」に関するアンケート（大阪府）/健康に関する意識調査（大阪府）（計画策定時/現在の状況）

▽府民が身近に生産から消費まで体験できる機会づくりを進めることが必要です。
▽大阪産（もん）を実際に手にし、購入できる販売店や料理店等を増やし、地産地消、消費拡大を図ることが必要です。
▽府民一人ひとりが食への感謝の気持ちを深めるとともに、食品ロスの現状や削減の必要性についても認識を深め、食品ロス
の削減に主体的に取り組むことが必要です。

▽伝統的な食文化に関する府民の関心と理解を深め、次世代に伝えていく取組みが必要です。

【現状と課題】



概ね予定どおり

概ね予定どおり

現状･課題
▽府民が身近に生産から消費まで体験できる機会づくりを進めることが必要です。
▽大阪産（もん）を実際に手にし、購入できる販売店や料理店等を増やし、地産地消、消
費拡大を図ることが必要です。
▽府民一人ひとりが食への感謝の気持ちを深めるとともに、食品ロスの現状や削減の必要
性についても認識を深め、食品ロスの削減に主体的に取り組むことが必要です。
▽伝統的な食文化に関する府民の関心と理解を深め、次世代に伝えていく取組みが必要で
す。

本年度の
取組

《食の生産・流通に関する体験・交流の促進》
■直売所で開催する販売イベント等についてFacebookで情報発信
■直売所の開設支援に係るチラシを作成・配布
■市町村で給食献立に地域の食材や郷土料理等を導入

《大阪産農水産物の利用促進及び消費拡大》
■大阪産（もん）を購入できる販売店や料理店等の拡大 458件（R2.12末）
■大阪産（もん）のＰＲと利用促進のため、ホームページ、大阪産（もん）Facebook、大阪産（もん）twitter
大阪産（もん）ファン通信等による情報発信

■市町村や民間団体等が実施する地産地消の推進、食文化の継承等の食育活動への補助
■府ホームページにて、パンフレット「大阪の魚と漁業を10倍楽しむ本」を掲載
■「大阪の畜産えぇもんBOOK」の作成・配布、ホームページへの掲載

《大阪産農林水産物を府民が身近に触れられる場の情報発信》
■府内の朝市・直売所、農業体験農園（もぎとり園）及び農に親しむ施設について、府のホームページに掲載
■漁協の取組みを府ホームページや大阪産（もん）Facebookで紹介

今後の
取組予定

《課題》
■直売所やイベント等の認知度向上
■新型コロナウイルスの感染拡大防止に配慮したイベントの開催方法についての検討

《次年度の主な取組み》
■地産地消の推進に向け、イベントやホームページ等において情報を発信する。

最終予算
（主要事業）

大阪産(もん)グローバルブランド化促進事業費 48,423千円

①地産地消の推進 P45 本年度評価

概ね予定
どおり

【具体的な取組み】



概ね予定どおり

概ね予定どおり

本年度の
取組

■「食品ロス削減ワーキングチーム」の関係部局を通じ、保育所・学校等での食育、
地域での農漁業体験や調理体験等を通じて、食べ物と自然環境を大切にする気持ちや
生産者をはじめとして多くの関係者に食が支えられていることを理解し、感謝の気持ちを育むよう
働きかけた。

今後の
取組予定

《次年度の主な取組》
■食品ロスの削減に向け、デジタルコンテンツ（ポータルサイト）を作成

最終予算
（主要事業）

ー

②食品ロスの削減 P46 本年度評価

概ね予定
どおり

本年度の
取組

■全国学校給食週間において市町村で地域の食材や郷土料理等を取り入れた給食献立の実施
■SNSでの情報発信
冊子「親から子へ子から孫へおおさか伝承の味」に掲載された料理をおおさか食育通信Facebookで発信

■大阪府食生活改善連絡協議会による日本型食生活の普及啓発の支援

今後の
取組予定

《課題》
■関係団体の取組把握、連携強化

《次年度の主な取組み》
■食文化の継承に向け、府民に向けた情報発信を行うとともに、関係団体の取組を支援する。

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円（再掲）

③食文化の継承 P46



概ね予定どおり

２ 食育を支える社会環境整備

（１）多様な主体による食育推進運動の展開 計画P51

1 「お口の健康」と「食育」に関するアンケート（大阪府）/健康に関する意識調査（大阪府）（計画策定時/現在の状況）
2 大阪府健康医療部健康推進室調べ
3 大阪府健康医療部健康推進室調べ

個別目標 計画策定時の状況 現在の状況 2023年度の目標

1 食育に関心を持っている府民の割合の増加 54.4%（H28） 62.9%（R2) 70％以上

2
食育推進計画を策定・実施している
市町村の割合の増加

93.0%（H29） 95.3%（R2） 100％

3 食育推進に携わるボランティアの増加 5,622人（H28） 5,663人（R1） 増加

【取組みの目標】



概ね予定どおり

概ね予定どおり

本年度の
取組

《食育を府民運動とする機運を高める取組み》
■Facebook「おおさか食育通信」で食育に関する情報を発信（投稿数32）

《「大阪府食育推進強化月間」及び「野菜バリバリ朝食モリモリ推進の日」の取組みの充実》
■アスマイルを活用した情報発信
大阪府食育強化月間及び各月の食育の日に食生活の改善を促すコラムを配信（7回）

《市町村食育推進計画の策定促進と施策の推進》
■市町村に対し、計画の策定及び改定を支援
■地域の優先的な課題の把握、地域の特性を踏まえた取組みを推進する仕組みづくりを検討（9保健所）

《食に関するボランティア等が行う食育活動への支援》
■地域活動栄養士会や食生活改善推進協議会の支援
■管理栄養士養成施設の学生を対象に、若い世代の食生活改善に向けた啓発方法を検討、指導媒体を作成
府事業にて活用

今後の
取組予定

《課題》
■関係機関、団体による取組みの活性化

《次年度の主な取組み》
■市町村に向けて、食育の取組みの充実を図れるよう、情報提供や技術的支援を実施
■関係機関・団体による取組みを支援するとともに、各団体の連携・協働を推進

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円（再掲）

本年度評価

概ね予定
どおり

【具体的な取組み】



概ね予定どおり

概ね予定どおり

本年度の
取組

■「大阪府食育推進ネットワーク会議」において、各団体活動の活性化を推進
・SNS等を活用した啓発に重点を置き、府内全域における食育推進の機運醸成を図る。
「大阪府食育推進ネットワーク会議からのつぶやき」投稿数９

・のぼりやファイル等の啓発媒体を活用し、参画団体等が主催する事業で啓発を実施
活用状況 のぼり１団体、クリアファイル延べ34団体1,690枚

■連携協定締結企業・大学と連携した食育推進（6企業・1大学）
カゴメ、いずみ市民生協、ハークスレイ、セブンイレブン、大塚製薬、サンスター、近畿大学 等

今後の
取組予定

《課題》
■大阪府食育推進ネットワーク会議の活性化
■企業等との連携強化

《次年度の主な取組み》
■大阪府食育推進ネットワーク会議の活性化を図るとともに、企業等との連携を強化

最終予算
（主要事業）

健康・栄養対策費 6,042千円（再掲）

（２）多様な主体が参画したネットワークの強化 計画P52

本年度評価

概ね予定
どおり


